
埼玉県保護司会連合会の活動
　１ 組織及び目的

　 　 　 埼玉県保護司会連合会（以下「県保連」という。）は、次の活動を通じて、埼玉県
における更生保護事業の充実・発展に資することを目的としています。
(1） 地区保護司会の任務に関する連絡及び調整
（2） 保護司の職務に関し必要な資料及び情報の収集
（3） 保護司の職務に関する研究及び意見の発表
（4） 保護司の職務に関する研修
（5） 保護司、保護司会及び保護司会連合会の活動に関する広報宣伝
（6） 保護司の人材確保の促進に関する活動
（7） 保護司の職務遂行に関し災害が発生した場合の救済に関すること（国家公務員
災害補償法（昭和２６年法律第１９１号）に基づくものを除く。）
（8） その他本会の目的達成のため必要な事項
　２ 役員体制
県内 25地区保護司会の会長、県内４つのブロックから選出された女性理事４人及び
県保連事務局長が理事となり、地区保護司会長である理事によって理事会を開催する
ほか、理事から選出された正・副会長・常務理事による常務理事会を開催し、会の運
営を行っている。監事は、慣例として会長が所属するブロックを除く、３つのブロッ
クの会員の中から各１名を選任している。
　３ 活動の現状

(1)　 地区保護司会相互の連絡調整
　 　 　 ・定例の常務理事会（年４回）及び理事会（年３回※平成 29年度までは年４回）

　 　 　・ブロック別連絡協議会 昭和 62年～県内地区保護司会を４つのブロックに区
分
(2)　 保護司等の表彰及び慶弔
(3)　 埼玉県更生保護大会の開催
　 　 年１回 11月頃開催。埼玉県内更生保護関係者の顕彰を行う。主たる事務担当は保
護観察所と県保連の協働による。
(4)　 保護司研修及び施設見学研修等の実施

　 　 　 　 ・保護観察所が行う地域別定例研修、新任保護司研修等の各種研修への物資等の協



力
　 　 　 　 ・従事年数が短い保護司向け研修会の開催

(5)　  埼玉県更生保護観察協会が発行している機関紙「更生保護さいたま」の編集
　 　 　 (6)　 埼玉県及び埼玉県社会福祉協議会等との連携

・埼玉県等が行う「非行立ち直り支援事業」等の活動、「青少年育成埼玉県県民会
議」、「埼玉県暴力団離脱者社会復帰対策連絡会」、「埼玉県社会福祉協議会」「清
心寮」「埼玉犯罪被害者援助センター」「埼玉県共同募金会」「アジア刑政財団埼玉
支部」など各種の関係機関に対する役員の派遣、各組織事業の保護司に対する周知広
報。
・民生児童委員と保護司合同研修、連絡会
埼玉県社会福祉協議会、埼玉県民生・児童委員協議会、さいたま保護観察所及び

県保連の４者の代表による「連絡会」と「合同研究協議会」の実施。
(7)　 埼玉社会復帰支援ネットワーク協議会
　 平成 26年度から「保護観察対象者及び更生緊急保護対象者並びにこれらの期間を
経過した者等の社会復帰支援を一層円滑に進めること」、「一人ひとりに応じた具体
的な支援の実現に向けた連携・協議の場となること」を目的として設置された。
　 年３～４回開催される運営協議会に事務局員や役員が出席。
(8)　 今後の課題

　 　 　 ・保護司適任者の安定的確保
　 　 　 ・地方公共団体における再犯防止推進計画の策定推進
　 　 　 ・保護司の事務負担軽減に向けた取組の促進（会議・研修等のオンライン開催導
入、保護観察報告書提出方法の電子化施策に対する普及協力など）

　 歴代会長
　 　 　初代 会田 惣七（昭和２８年５月１６日～同４０年１０月１日）
　 　 　２代 鈴木 国香（昭和４０年１０月１５日～同４３年６月２０日）
　 　３代 安田利兵衛（昭和４３年６月２０日～同５１年６月１９日）
　 　 　４代 市川 十郎（昭和５１年６月２０日～同５６年６月２０日）
　 　 　５代 由木 義紹（昭和５６年６月２２日～同６３年５月３１日）
　 　 　６代 江連 俊則（昭和６３年５月３１日～平成１３年１０月１７日）
　 　 　７代 村田 知之（平成１３年１１月１日～同１６年５月２４日）
　 　 　 　８代 矢澤 博（平成１６年６月１日～同１９年３月３１日）



　 　 　９代 染谷 髙義（平成１９年４月１日～同２３年１１月２日）
　 10 　 　代 遠藤 隆雄（平成２３年１１月１４日～令和４年５月３１日）
　 11 　 　 　代 安齋 彰（令和４年５月３１日～現在）

　 沿革
　１ 保護司前史

　 　 　 現在の保護司制度は、旧少年法における嘱託少年保護司と司法保護事業法における
司法保護委員を前身としている。

（嘱託少年保護司）
大正 12年１月施行の少年法（旧少年法）の施行により 14歳以上 18歳未満の犯罪・
ぐ犯少年に対して保護処分を行うための官庁として少年審判所が設置された。保護処
分として９種類が定められたが、その一つに「少年保護司の観察に附する」制度が設
けられ、これに当たる官吏である専任の少年保護司と民間の篤志家に事務を嘱託する
嘱託少年保護司が置かれた。
しかしながら、国の財政的な理由から、当初、東京と大阪のみに少年審判所が設置
され、その施行区域は３府２県に限られていたが、順次拡大され、埼玉県は昭和 11年
に東京少年審判所浦和支部が設けられ、嘱託少年保護司の設置を見るに至った。
第二次大戦後、昭和 23年４月の行政改革により嘱託制度が廃止されたため、これま
での嘱託少年保護司は少年審判所調査員に改称され、続いて、昭和 24年１月施行の
新少年法により、少年審判所調査員は司法保護委員に統合された。
新少年法の施行により、これまで保護処分の決定機関と執行機関を兼ねていた少年
審判所が廃止され、家庭裁判所が新設されたが、犯罪者予防更生法の施行が昭和 24

年７月１日となり、保護観察所の設置が遅れたため、設置されるまでの６か月間は、
少年審判所が存置された。

（司法保護委員）
成人の釈放者保護については、少年保護と異なり、従来から民間団体の手で実施さ
れてきた。昭和 14年９月司法保護事業法が施行され仮出獄中の者、起訴猶予者、刑
の執行終了者等に対し、収容保護、一時保護及び観察保護を行うこととされたが、観
察保護は司法保護委員が行い、収容保護及び一時保護は司法保護団体が行うもので、
国の責任において実施するというものではなかった。ただし、同時に施行された司法
保護委員令等によって、それまで民間篤志家の団体に属するいわば私的存在であった
全国１万４千人の司法保護委員が司法大臣の任命を受け、「観察保護」に当たる非常



勤・無給の国家公務員となった。
　２ 保護司の誕生
昭和 24年７月１日犯罪者予防更生法の施行により、更生保護制度が発足し、全国に
少年保護観察所と成人保護観察が設置された。そのため、司法保護委員も少年と成人
に分かれて保護観察所に所属することとなり、組織も少年、成人の別に設けられた。
次いで、昭和 25年５月 25日保護司法が施行され、司法保護委員を保護司に改称し
た。当時、所属の保護観察所に応じて少年保護司と成人保護司に分かれていたが、昭
和 27年８月１日の機構改革による少年・成人保護観察所の統合により、少年保護司
と成人保護司の区別が廃止され、現在の保護司に一本化された。

　３ 埼玉県保護司会連合会の発足まで
昭和 25年５月 25日関係法令の改正に伴い、少年・成人双方に共通した保護区が設
けられ、それまで、県下８市 47町２６７村を 27区に分けて運営していたものが 14

保護区に改められ、旧 27区は分区として吸収されることとなった。保護司の定員
は、少年保護司が４５０名、成人保護司が５００名、合計９５０名であった。
保護司組織も、少年と成人の別に結成され、少年の県連合保護司会の初代会長には
高橋八郎氏、成人の初代会長には会田惣七氏が就任した。昭和 27年８月の機構改革
により、少年・成人両保護司が一本化されたことに伴い、昭和 28年 5月 16日両連合
保護司会は「埼玉県連合保護司会」に統合、会田惣七氏が会長に就任した。
〇保護司定員
昭和 32年に 1,000名、平成 10年には 25保護区、保護司定員１，４７０名。平成

15年度に上尾・伊奈地区保護司会発足（大宮地区の一部の分離）、平成 19年 11月８
日付けで１，６４４名となり、併せて保護区ごとの定員が定められた。平成 23年度
に久喜地区と幸手地区が合併し久喜・幸手地区保護司会が発足した。埼玉県全体の定
数は１，６４４名のまま現在に至る。

　 〇改正保護司法施行により法定組織化
平成 11年４月１日「保護司法の一部を改正する法律」が施行された。昭和 25年に
保護司法が施行されて以来の大幅な改正で、改正の主な内容は次の３点である。
(1)　 地区及び県単位の保護司組織を法定化したこと。



(2)　 保護司会の計画に基づく活動を保護司の職務として明確にしたこと。
(3)　 地方公共団体の保護司及び保護司組織に対する協力規定を新設したこと。
平成 11年４月１日各地区保護司会及び埼玉県連合保護司会はそれぞれ会則を制定
し、法定組織として発足した。同時に県組織の名称が全国統一され「埼玉県連合保護
司会」は、「埼玉県保護司会連合会」に改称された。


